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 また、都市ごみ排出量を排出形態別にみると、図－２から明らかなように、生活系ごみが 3,437








 図－３に示したように、中間処理されずに直接最終処分されるごみは 308 万トンであり、中間処
理により減量化される量は 3,648万トンである。図－４から明らかなように、中間処理量のうち、直
接焼却されているごみの量は 4,030万トンで全体処理量の 77.4％となっている。 
     （平成 12年度） 
 
 









 産業廃棄物の排出量を種類別にみると、汚泥の排出量が最も多く、約１億 8,918 万トン（全体の
46.5％）であり、次いで、動物のふん尿が約 9,049万トン（同 22.3％）、がれき類が約 5,883万トン
（同 14.5％）となっており、この３品目で全排出量の約８割を占めている（図－７）。 
 
    
 
    
１．４ 産業廃棄物の処理状況
 総排出量約４億 600 万トンのうち、中間処理されたものは約３億 300 万トン（全体の 75％）、直
接再生利用されたものは約 8,000万トン（同 20％）、直接最終処分されたものは約 2,300万トン（同
６％）となっている。また、中間処理された産業廃棄物はこの段階で、約１億 2,600万トンまで減量
2) 
化された上で、再生利用（約１億 400万トン）又は最終処分（約 2,200万トン）されている。 
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表 １－１ 燃焼実験に使用したごみの組成       （Dry-base ％） 
実  験 No. Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 
紙、布類 81 43 54 44 37 38 
廃プラスチック類 0 1 9 17 24 17 
木、竹、わら類 12 29 16 15 18 23 
厨芥類 0 1 11 15 12 11 
不燃物類 7 16 10 9 9 11 
水      分 23 48 40 43 44 51 
灰      分 12 10 10 8 9 7 
可  燃  分 65 42 50 49 47 42 
Cl  分 0.12 0.26 0.32 0.55 0.37 0.31 
















表 １－２ 乾電池一個に含まれている重金属の量 
乾電池の種類 Hg (mg) Cd (mg) Pb (mg) Mn (g) Zn (g) Ni (g) 
マンガン電池単Ⅰ型 (SUM-1) 3 10 30 12.6 25 0 
アルカリ電池単Ⅰ (AM-1) 750 10 30 30 18 0 
アルカリ電池単Ⅲ (AM-3) 140 2.7 8.1 4.1 2.8 0 









No.ごとの諸条件を表 1-3に示す。この燃焼実験では、1日 2回の実験で組成を調整したごみ約 2ト
ン（湿ベース）を燃焼した。 
 
表 １－３ 燃焼実験における諸条件          (Dry-base) 
































































ばいじんは JIS Z 8808による平衡型ばいじん採取装置で捕集した。ろ紙は円筒ろ紙（Whatman 



























 乾電池の投入にともなう重金属濃度の増加について、燃焼温度別にそれぞれ図 1-6、1-7 に示す。
ここで濃度の増加分は、乾電池投入後の濃度から投入前の濃度を引いた分に相当する。 
(1) KD-R型を 10個投入した場合（実験No.Ⅰ）、Cd濃度は投入前の 6～10倍となり、Ni濃度も同
1.2～1.4 倍であった。これらの排出濃度は燃焼温度に比例しており、900℃の燃焼実験における
Cd 濃度は 730℃の時の濃度より約 3 倍高くなった。また、燃焼の際に乾電池から揮散された重
金属の割合は、表 1-5に示したように、900℃の条件で最大 0.5%となった。Niの場合は Cdに比
べて揮散されにくいため、この割合は同じ条件で 0.04%と 1/10以下であった。 
   なお、そのほかの金属（Hg,Pb,Mn,Zn）については、投入前後で濃度変化はなかった。 
 












 Cd      Pb        Mn       Zn       Ni 
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表 １－５ 乾電池から揮散された重金属の割合     （％） 
実験 No. Ｃｄ Ｐｂ Ｍｎ Ｚｎ Ｎｉ 
Ⅰ―１ 0.2 0 0 0 0 
Ⅰ―２ 0.5 ＞100 0.2 ＞100 0.04 
Ⅱ―１ 0 ＞100 16 6.4 0 
Ⅱ―２ 0 ＞100 11 3.7 0 
Ⅲ―１ 0 0 14 10 0 
Ⅲ―２ ＞100 ＞100 43 14 0 
Ⅳ―１ 0 ＞100 37 14 0 
Ⅳ―２ ＞100 ＞100 37 16 ＞100 
Ⅴ―１ 0 ＞100 0 0 0 
Ⅴ―２ ＞100 ＞100 9.3 32 0 
Ⅵ―１ 0 0 1.9 1.1 0 






































































表 １－６ 調査施設の概要 
施設 No. 炉  形  式 処理能力 (t/24h) 排ガス処理設備 ごみの収集方法 
１ 階段火格子（連続） 75 電気集じん装置 分別収集（廃プラスチ
ック類、不燃物） 
２ 移動床（連続） 120 電気集じん装置 分別収集（不燃物） 
３ 階段火格子（連続） 75 電気集じん装置 混合収集 
４ 階段火格子（連続） 90 電気集じん装置 粗大ごみの破砕物、 
家庭ごみ 
５ 階段火格子（連続） 150 電気集じん装置 分別収集（不燃物） 
６ 移動床（連続） 200 マルチサイクロン 
湿式電気集じん装置 
混合収集 








25 スクラバー 紙くず、段ボール類、 
厨芥類のみ焼却 
 
表 １－７ 調査期間中のごみの組成 





























































水     分 
灰     分 

































昭和 52年 11月 4日環整第 95号別紙 2.1ごみ質の分析方法に従って行った。 
(2) 水銀 
排ガス中の水銀濃度は、JIS K 0222に準じて測定し、還元気化原子吸光法で分析した。この時の
































１ 2.46 850-970 14,500 12.0 0.20 2.9 2.8 
２ 4.58 850-990 25,000 14.8 0.32 8.0 3.6 
３ 2.46 840-960 14,200 12.5 0.31 4.4 3.5 
４ 2.40 840-940 15,000 17.3 0.26 3.9 2.7 
５ 4.80 850-980 23,000 15.0 0.40 8.4 3.7 
６ 8.00 750-900 29,000 8.4 0.45 13 3.2 
７ 3.40 950-1000 16,000 13.8 0.36 5.8 3.9 
８ 2.50 860-1000 22,500 18.6 0.14 3.2 3.2 
９ 2.10 700 20,100 17.5 0.02 0.4 0.3 
 

















都市ごみは 4施設から、粗大ごみの破砕物は 2施設からそれぞれ行った。 
 
表 １－９ 各ごみ組成中における水銀濃度 
試    料 都  市  ご  み  （ng/g） 
No.1   No.2   No.3    No.4    平均 
粗大ごみの破砕物＋家庭ごみ (μg/g) 




















































 都市ごみの中では、「その他」が平均 490ng/gと一番高く、ついで木・竹・わら類の 290ng/g、紙・








率を検討した。結果を表 1-10 に示す。都市ごみでは、可燃物からの Hg 排出寄与率は 4.1～6.5%の
範囲内（施設No.1～3、5～8）であった。ただし、粗大ごみの破砕物では、可燃物中のHg濃度が高
いこともあり、Hg排出寄与率は 50%と約 10倍も高くなった。 
 さらに、工場、事業所からの廃棄物（紙くず、段ボール類）を焼却している施設No.9は、紙・布
類の混入率が 60%と極めて高かったため、Hg排出寄与率は 70%にもなっている。 
 
表 １－１０ 可燃物からの水銀の排出寄与率 
施設 No. １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 
可燃物からの 
Hg排出量（g/h） 
0.19 0.38 0.19 2.0 0.36 0.54 0.23 0.16 0.28 
排出寄与率(％) 6.5 ＊ 4.7 4.3 50 4.3 4.1 4.1 5.2 71 
 
（３）水銀の排出源 























表 １－１１ 調査施設の概要および運転条件 
施設  No. 炉  形  式 処理能力 (t/24h) 排ガス処理設備 調査時の運転条件 












   
（１） ばいじん、ばいじん中の重金属 
 ばいじんは JIS Z 8808による平衡型ばいじん採取装置で捕集した。ろ紙は円筒ろ紙（Whatman 








、CO濃度は、それぞれJIS K 0301 磁気力方式とJIS K 0098 赤外線吸収法によ
り連続測定を行った。 
1.2.2.3 結果および考察 























 この調査では、粒子状とガス状の両方について測定した。まず、粒子状のAsについては、JIS Z 8808 




 また、ガス状 Asの測定は、JIS K 0221に準じて試料採取（ろ過材の充填厚さ 2～3cm）し、粒子




 調査結果を表 1-13 に示す。調査した焼却炉（8 施設）にはすべて電気集じん装置が設置されてお
り、方式は施設 No.5が湿式、そのほかが乾式であった。 















表 １－１２ 都市ごみ焼却炉における運転条件別のばいじん中重金属濃度 





Cd    Pb    Cu    Fe    Mn    Ni    Zn 





































0.05   5.0    15    36    4.1    0.17  20 
0.33   32    50    91    9.5    0.51  48 
0.22   28    34   120    5.7    0.51  41 
0.19   28    33    75    5.8    0.46  41 
0.24   24    38    98    6.5    0.46  47 
0.27   27    50   120    11    0.91  58 
0.01   4.7    11   1.0    3.7    0.26  21 
  0～2,500 
100～2,720 
 50～ 430 
 55～ 330 
 50～ 560 
150～4,600 

































  0.17   42    6.4    53   4.2    0.72   62 
  0.12   13    0.4   4.4   0.3    0.07   18 
  0.55   91    6.0    37   2.5    0.36   40 
  0.57   68    4.1    19   1.5    0.26   40 
  0.56   89    5.2    27   1.9    0.31   58 
  0.41   68    7.6    55   4.5    0.47   38 
  0.14   26    1.4    15   1.0    0.30   45 
 50～ 620 
100～ 580 
 70～ 725 
100～ 520 














表 １－１３ 運転条件別の電気集じん機捕集灰中に含まれている金属濃度 
施設No. 運 転 条 件 金     属     濃     度     （％） 

















































































































































































































表 １－１４ 調査施設の概要 
施設 
No. 
焼   却   物 
(含水率,wt%) 
炉  形  式 焼却能力(t/h) 補助燃料 集じん装置 
（洗浄液） 
１ 下水汚泥 (74.3) 多段式炉（連続） 2.1 灯 油 スクラバー（水） 
２ 下水汚泥 (41.0) 回転床炉（連続） 1.0 灯 油 スクラバー（水） 
３ 下水汚泥 (76.2) 流動床炉（連続） 2.1 Ａ重油 スクラバー(NaOH) 
４ 下水汚泥 (51.0) 回転式炉（連続） 1.7 灯 油 電気集じん装置 
スクラバー(NaOH) 
５ 含油汚泥 (42.5) 固定床炉(バッチ) 0.5 灯 油 マルチサイクロン 
６ 含油汚泥 (42.2) 回転式炉（連続） 5.0 Ａ重油 電気集じん装置 
７ 余剰汚泥 (65.0) 回転式炉（連続） 0.9 灯 油 スクラバー(NaOH) 
８ 塗料カス汚(36.0) 
余剰汚泥 (67.2) 
回転式炉（連続） 1.9 灯 油 マルチサイクロン 
スクラバー（水） 










スクラバー洗浄液中のHg分析は、洗浄液約 2Lを採取し、それらのうち各 100mlについて JIS K 
0102の工場排水試験方法による気化還元循環法で 3回行った。 













置に 2～3％、放出ガス中では 94～96％に分配されている。  
 
表 １－１５ 下水汚泥焼却炉における水銀の物質収支 
 
施設 No. 
IN  PUT OUT                           PUT 
下水汚泥 
（g/h） 
焼 却 灰 
(g/h)  (％) 
飛   灰 
(g/h)   (％) 
洗  浄  液 
(g/h)   (％) 
排 ガ ス 
(g/h)   (％) 
不 明 分 
















0.07    8.4 
＜0.05  0.0 
0.01 0.7 
0.12    15 
測定不可 
0.72    79 
1.51    99 
0.68    84 
0.75    91 
0.19    21 
0.01 0.3 
0.01 0.6 
0.01    1.2 
 




 表 1-15において、IN PUTでは汚泥中のHg濃度（μg/g）に１時間あたりの汚泥焼却量を掛けて
求めたものを全 Hg 量（g/h）としており、補助燃料の燃焼によって排出される微量の Hg について
は無視した。また OUT PUT では、それぞれ汚泥焼却時における Hg の残留量、集じん装置による
Hg捕集量、環境大気中へのHg排出量を示している。 

















 各種汚泥焼却炉からのHg排出状況を表 1-16に示す。ここで、表 1-15に示した排ガス中のHg濃
度は、試料採取時間がNo.1～4, 8, 9については１試料 20分間で 5回連続測定し、No.5～7は 30分







表 １－１６ 水銀の排出状況 












１ 1.71 760～890 3,540 0.21 0.7 2.3 
２ 1.00 810～900 3,600 0.42 1.7 2.6 
３ 1.45 750～850 2,100 0.32 0.7 2.0 
４ 1.49 730～800 3,300 0.23 0.8 2.0 
５ 0.60 700～750 18,700 0.09 1.7 4.8 
６ 3.30 710～800 24,200 0.36 8.6 4.5 
７ 0.55 680～940 3,890 0.05 0.2 0.9 
８ 1.70 700 7,500 0.02 0.2 0.3 
９ 2.17 450～480 10,500 0.12 1.3 1.6 
 








































表 １－１７ 燃焼実験で投入した医療廃棄物の種類と量     単位：kg 
 RUN    １ RUN    ２ 
午  前 廃プラスチック類 234 廃プラスチック類 282 
注射針 102 注射針、試験管類 103 
午  後 廃プラスチック類 115 廃プラスチック類 252 











 測定結果を表 1-18に示す。全項目を合計した Totalの排出量では、全 Crがきわめて高い値を示し
た。また、RUN 1と RUN 2の比較では、透析器具の焼却量が多い RUN 1でポリ塩化ビニールの添
加剤に使用されている Cd、Pbの各濃度が高くなった。 
 
表 １－１８ 焼却灰、汚泥および排水中の重金属濃度 
 焼却灰（mg/kg） 汚泥（mg/kg, dry-base） スクラバー排水（mg/L） 
RUN  1 RUN  2 RUN  1 RUN  2 RUN  1 RUN  2 
Cd 1.32 0.56 2.98 2.37 ＜0.005 ＜0.005 
Pb 120 51.5 210 130 ＜0.05 ＜0.05 
Cr 1,290 1,420 320 240 0.08 0.02 
As 1.49 0.86 4.46 4.47 ＜0.01 ＜0.01 
























 排ガス中の重金属濃度の測定結果を表 1-19、1-20に示す。表 1-19から明らかなように、排ガス中
のHg濃度は 0.1 mg/m3N以下と低かった。しかし、水銀は廃棄物の種類によって含有量が大きく異な
ることから、調査した施設による排出濃度が変動している。事実、国内のほかの施設における調査で
は、Hg濃度が 0.2～0.6 mg/m3N34),35)であり、最大濃度が 10 mg/m3N以上との報告もある36)
 
。 
                          表 １－１９  排ガス中のHg濃度          単位：mg/m3
測 地 場 所 
N 
測 定 時 間 Hg 濃度 除去率（％） 
サイクロン出口 RUN  1    午 前 
      午 後 
0.059 ― 
0.016 ― 
スクラバー出口 RUN  1  午 前 
      午 後 
0.034 38.0 
0.012 13.7 
サイクロン出口 RUN  2    午 前 
      午 後 
0.064 ― 
0.006 ― 
サイクロン出口 RUN  2    午 前 




表 １－２０ 排ガス中の重金属濃度        単位：mg/m3
測 定 場 所 
N 
測 定 時 間 Cd Pb Cr As 
サイクロン出口 RUN  1    午 前 0.082 0.019 ＜0.005 ＜0.01 
スクラバー出口 RUN  2    午 後 0.005 0.12 0.011 ＜0.01 
 （除去率 ％） (93.8) (36.8) (―) (―) 
サイクロン出口 RUN  1    午 前 0.004 0.10 ＜0.005 ＜0.01 
スクラバー出口 RUN  2    午 後 0.003 0.06 0.009 ＜0.01 
  (35.9) (42.0) (―) (―) 
 
  水銀以外の重金属についても、表 1-20に示したように、排ガス中の濃度は低かった。ただし、ス

























焼による Hｇ排出寄与率は 5％程度であり、Hgの排出源は 95％以上が不燃物の燃焼によることが判
明した。不燃物のうち、Hg含有量が多いものとしては、燃焼実験で明らかになった乾電池類がある。
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 燃焼過程で生成される PAHs 量は、燃焼物質の種類だけではなく燃焼条件により大きく変化して
おり、特に不完全燃焼の時に生成量が多くなる。廃棄物焼却炉における燃焼では、ボイラなどの化石
燃料を燃焼している施設に比べて不完全燃焼が生じやすいため、発生源における PAHs の排出寄与














 都市ごみの燃焼過程で生成される PAHs は種類が多い。これらには毒性が少ないものから発ガン
性が強いものまで含まれている。ここでは、特に他のものと比較して発ガン性が強い、ベンゾ(a)ア
ントラセン、ベンゾ(k)フルオランテン、ベンゾ(b)フルオランテン、ベンゾ(a)ピレンおよびベンゾ(ghi)















表 ２－１ 燃焼実験に使用したごみの組成     （Dry-base ％） 


























水       分 
灰       分 













低位発熱量  （kcal/kg） 2,990 2,580 2,440 2,450 
1.1.2 燃焼実験における諸条件 
 燃焼温度を 700℃、900℃の 2段階に変化させて PAHsの測定を行った。燃焼温度は炉内に水を
噴霧することで制御したが、測定に 30 分から 60 分を要するため、この間の燃焼温度は多少とも
変化した。燃焼実験の過程で計測された稼働条件を表 2-2に示す。 
 
表 ２－２ 燃焼実験における諸条件 
試     料  No. １－１～４－１ １－２～４－２ 
燃焼温度（℃） 730～750 850～900 
焼却量（kg/h） 313～437 300～450 
測定孔での排ガス温度（℃） 320～340 340～370 
湿り排ガス量（m3N 2,290～2,500 /h） 1,940～2,200 
排ガス中のO2 10.3～12.0 濃度（％） 10.3～13.0 









せたガス状の PAHsを捕集した。試料の採取時間は 30分から 60分であった。また、採取した試料






1Lに対して 250mL のシクロヘキサンにより 3 回抽出操作を繰り返した。抽出操作後の全ての試料
溶液は、KD濃縮により最終液量を 0.5mLとした。 
試料溶液のPAHs分析は、高速液体クロマトグラフ(HPLC)を用いて行った。使用したカラムは 5








表 ２－３ PAHsの分析に用いた蛍光分光光度計の分析条件 
波      長     （nm） 定量分析した PAHsの種類 
励  起  波  長 蛍  光  波  長 
λ1
λ
     295 
2 
388 











2濃度は、JIS K 0301 に準じて磁気力方式の自動計測器により連続測定を行った。ま






回収率の実験を以下の要領で行った。まず、図 2-3 に示したように、1 枚の GF と２つの PUFP
を入れたガラス管を連続してつなぎ合わせ、一段目のガラス管にセットした GF に 4 種類の PAHs 
(B(a)A, B(k)F, B(a)P, B(ghi)P)をそれぞれ500ng添加した。次に、吸引流量が10mL/minと15mL/min
の 2 条件においてガラス管内に清浄空気を 1 時間通過させた。また、清浄空気を得るため 2つのガ
ラス管の前に活性炭を詰めたガラス管を接続した。 
実験の結果、表 2-4 に示したように、吸引により GF から揮散した各 PAHs は一段目の最初の
PUFP(PU-1)に全量捕集されており、二つ目の PUFP(PU-2)および二段目にある GF, PU-1, PU-2で
は PAHs が検出されなかった。PAHs の回収率は吸引流量が多くなると若干低下したが、平均では








表 ２－４ PAHsの回収率 






PAHsの検出量（ng） PAHsの回収量  （％） 
       B(a)A   B(k)F   B(a)P   B(ghi)P B(a)A  B(k)F  B(a)P  B(ghi)P 
１ 10 0.6 GF 
PU-1 
PU-2 
        363    433     443      462 
         67     32      27      ＜50 
       ＜40   ＜10    ＜10      ＜50 




 86.2   93.0   94.0    92.4 
２ 15 0.9 GF 
PU-1 
PU-2 
        336    373     380      437 
         75     48      30      ＜50 
       ＜40   ＜10    ＜10      ＜50 




82.2    84.2   82.0    87.4 
注）1) GFに各 PAHs 500ngを添加した。 
  2) 表示した数値は２回の測定値を平均したものである。 













表 ２－５ PAHsの排出挙動（１） 
試料 No. 粒子状のPAHs （μg/m3N ガス状のPAHs  （μg/m） 3N 総     量 ） 
（μg/m3N
ばいじん濃度 
） （g/m3N） 円筒ろ紙      ％ 凝縮水     ％ GF＋PUFP*   ％ 
１－１   ＜0.01           0.0    1.44          17.8     6.64         82.2        8.08       12.3 
２－１     ＜0.01           0.0    0.90           8.6     9.60         91.4       10.5        7.7 
３－１      0.07            0.3    2.37          11.8    17.7          87.9       20.1       12.0 
４－１     ＜0.01           0.0    4.08           8.9    42.0          91.1       46.1        8.2 
注） ＊グラスファイバーフィルタ＋ポリウレタンフォーム 




表 ２－６ PAHsの排出挙動（２） 
試料 No. 粒子状のPAHs （μg/m3N ガス状のPAHs  （μg/m） 3N 総     量 ） 
（μg/m3N
ばいじん濃度 
） （g/m3N） 円筒ろ紙      ％ 凝縮水     ％ GF＋PUFP*   ％ 
１－２    0.08            1.8    1.21          27.8     3.07         70.4        4.36        9.8 
２－２     ＜0.01           0.0    4.52          13.1    29.9          86.9       34.4        7.7 
３－２      0.11            0.2   10.6           17.8    49.0          82.0       57.9        8.2 
４－２     ＜0.01           0.0    5.79           6.6    81.5          93.4       87.3        6.4 
注） ＊グラスファイバーフィルタ＋ポリウレタンフォーム 



















 図 2-4に示した燃焼温度が 730～750℃の場合、廃プラスチック類の混入率が 23.7%の時に PAHs
濃度の増加率が高くなるが、それ以下の混入率では PAHs の顕著な増加は認められなかった。これ













       
       
（３） PAHsの排出割合 
 表 2-7 に示したように、PAHs の排出割合は廃プラスチック類の混入率が 0 から 24%に増加する
と急激に大きくなった。廃プラスチック類の混入率が同じ場合、燃焼温度が 850～900℃の時に排出


















表 ２－７ PAHsの排出割合 
試料 No. 焼  却   量 
（kg/h） 
燃 焼 温 度 
（℃） 
酸 素 濃 度 
（％） 
PAHsの排出割合  （μg/kg） 
B(a)A B(k)F＋B(b)F B(a)P B(ghi)P 
１－１ 322 740 11.2 2.49 3.75 1.18 ＜0.2 
１－２ 332 900 13.0 2.23 1.86 0.82 ＜0.2 
２－１ 313 750 12.0 8.35 1.72 0.38 ＜0.2 
２－２ 300 870 10.3 15.7 6.34 3.26 3.77 
３－１ 437 740 10.3 9.78 4.26 1.29 1.59 
３－２ 450 850 10.4 28.0 10.2 6.87 5.61 
４－１ 381 730 10.9 24.6 9.77 1.87 4.86 
４－２ 379 860 10.6 32.5 13.9 15.5 13.5 
 
１．２ 実稼働焼却炉における PAHsの排出挙動 










1.2.1 ごみ組成、燃焼条件と PAHs排出挙動との相関に関する研究 
 
1.2.1.1 調査対象施設 
実験用プラントと炉形式が同じ流動床炉（連続式 1 炉）と階段火格子炉（連続式 1 炉、機械化バ
ッチ炉 2炉）の併せて 4施設を調査した。表 2-8に調査施設の概要と運転条件を示す。 
なお、調査施設には集じん装置や脱硫装置などが設置されている。 
 
表 ２－８ 調査施設の概要および運転条件 
施設 No. 炉  形  式 処 理 能 力（t/24h） 排ガス処理設備 

















表 ２－９ 調査期間中のごみ組成 







16.9         22.8 
26.5         19.5 
12.9          0.0 
















水     分 
灰     分 
可  燃  分 
53.1 45.4 
9.7 22.3 
















 表 2-9から明らかなように、4施設とも廃プラスチック類の混入率が 16.7%以上と高かった。特に
粗大ごみの破砕物（施設No.1）は、廃プラスチック類の混入率が 22.8%と一番高かった。 
 




表 ２－１０ 調査期間中における施設の稼働状況 
施  設 No. １ ２ ３ ４ 
焼却量（t/h） 4.9～7.6 1.9～4.5 1.0～1.5 5.0～5.2 
燃焼温度（℃） 760～960 710～870 600～950 600～950 
排ガス中のO2 9.5～13.3 濃度（％） 12.7～17.8 14.0～17.0 14.0～17.0 
ガス滞留時間（sec） 0.8～1 2 1～2 1～2 
 
 1.2.1.4 試料採取と分析方法 
  
（１） PAHs 








濃度は、それぞれJIS K 0098赤外線吸収法とJIS K 0301磁気力方式により連続
測定を行った。 


























表 ２－１１ 流動床式焼却炉の排ガス中における PAHs濃度（施設 No.１） 
試料 No. 焼却量 (t/h) 燃焼温度（℃） CO (ppm) O2 PAHs     O  （％） 2    12％  換算濃度  （μg/m3N） 








































































































































表 ２－１２ 階段火格子式焼却炉の排ガス中における PAHs濃度（施設 No.２） 
試料 No. 焼却量 (t/h) 燃焼温度（℃） CO (ppm) O2 PAHs     O  （％） 2    12％  換算濃度  （μg/m3N） 




























































































































    b) 電気集塵装置出口側で測定 
 
 
        
        
        




① 燃焼温度が施設 No.1と比べて低い。 
② 焼却量が少なく、ごみ燃焼時における空気比（O2
















































表 ２－１３ 階段火格子式焼却炉の排ガス中における PAHs濃度（施設 No.３） 
試料 No. 焼却量 (t/h) 燃焼温度 (℃) CO (ppm) O2 PAHs         O  (％) 2  12％  換算濃度  （μg/m3N） 































































表 ２－１４ 階段火格子式焼却炉の排ガス中における PAHs濃度（施設 No.４） 
試料 No. 焼却量 (t/h) 燃焼温度 (℃) CO (ppm) O2 PAHs         O  (％) 2  12％  換算濃度  （μg/m3N） 



















































































注） a)  電気集じん装置入口側で測定 
      b)  電気集じん装置出口側で測定 










チ式 1 炉）と階段火格子炉（連続式 2 炉）の併せて 4 施設を調査した。表 2-15 に調査施設の概要
および運転条件を示す。調査施設には集じん装置や脱硫、脱硝装置などが設置されている。 
 なお、調査した 4施設の全てが炉の立ち上げの際に補助バーナで予熱を行っていた。 
 
表 ２－１５ 調査施設の概要および運転条件 
施設 
No. 





































































 1.2.2.3 結果および考察 
 
１） ばい煙中の PAHs濃度 
 
(1) 施設 No.5（流動床式連続炉） 
 測定結果を表 2-16に示す。この施設では、不完全燃焼が生じやすい炉の立ち上げ時に PAHsが高
濃度となった。特に流動床炉では、排ガス中の CO濃度が高くなるなど燃焼が不安定であったため、
ごみ 1トンあたりの PAHs排出割合が 0.31～0.67gと高かった。この値は、CO濃度が低く燃焼が安
定している試料 No.3 の通常燃焼時と比べて 10～20 倍も高い。ただし、炉の埋火時における PAHs
排出割合は 0.03g/tと低かった。 
 
(2)  施設 No.6（流動床式バッチ炉） 
 測定結果を表 2-17 に示す。表 2-17 から明らかなように、同形式の連続炉に比べて PAHs が非常
に高い濃度となった。これは、CO濃度が 5,000ppmを超えているなど、連続炉の場合よりも燃焼が
不安定であったためと考えられる。特に炉の立ち上げ時では、PAHsの排出割合が 2.51g/tとなり、
連続炉の時と比べて約 5倍も高かった。施設 No.6では、通常燃焼と埋火時における PAHs排出割合
がそれぞれ 0.29g/t、1.36g/tであり、この場合も連続炉に比較して 10倍以上も高い値であった。 
 
(3)  施設 No.7（階段火格子式連続炉） 
 測定結果を表 2-18に示す。この施設でも炉の立ち上げ時に PAHsが高濃度になった。ただし、階
段火格子炉は流動床炉に比べて燃焼が安定しているため、CO濃度が低かった。このため、PAHs排
出割合は 0.01～0.08g/tと低く、流動床炉の 1/10以下であった。 






(4)  施設 No.8（階段火格子式連続炉） 
 測定結果を表 2-19に示す。この施設では、炉の立ち上げと埋火時の初期に PAHsが高濃度となっ
た。この時の PAHs 排出割合はともに 3.0g/t 以上で、流動床式バッチ炉の場合よりも高い値であっ
た。施設No.8は施設No.7と同じ形式の炉であるが、施設No.7に比べて排ガス中のCO濃度が高く、
燃焼が不安定であったために PAHs濃度が高くなったものと考えられる。 
 埋火時は、施設 No.7と同様に排ガス中の CO濃度がほかの運転条件と比較して高くなるため、ご
みの投入を停止した後も長い期間にわたって高濃度の PAHs が排出されていた。また、通常燃焼時















2 PAHs    実測濃度  （μg/m3N CO  (ppm) ） PAHs排出割合 




























































2 PAHs    実測濃度  （μg/m3N CO  (ppm) ） PAHs排出割合 









































































2 PAHs    実測濃度  （μg/m3N CO  (ppm) ） PAHs排出割合 
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注） 電気集じん装置入口側で測定 
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表 ２－２０ ばいじん中の炭素含有量 
施設 No. 運転条件 ばいじん中の炭素含有量 （％） 

















































３） 焼却炉の稼働期間中における PAH排出量 
 施設別における稼働期間中の PAHs排出量を表 2-21に示す。1時間あたりの PAHs排出量で比較
すると、稼働期間が長い施設ほど排出量が少なくなった。また、図 2-12に示したように、1日の PAHs






表 ２－２１ 焼却炉の稼働期間中における PAHs排出量 
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2 PAHs    実測濃度  （μg/m3N） 
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（％） 
2 PAHs    実測濃度  （μg/m3N） 




























 そこで、産業廃棄物焼却炉からの PAHs 発生特性および燃焼管理による効果的な排出抑制法を検
討するため、廃プラスチック類の混入率が高い医療廃棄物および発熱量が高い廃油、廃液等を燃焼し
ている 2つの施設について PAHsの排出挙動を調査検討した。 
 









表 ２－２２ 調査施設の概要 







































表 ２－２４ 調査施設の概要 


























 実験用プラントによる燃焼実験の結果、燃焼温度が 850～900℃と高い条件では PAHs濃度が廃プ
ラスチック類の混入率に比例して急激に増加することが確認された。また、廃プラスチック類の混入
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表 ３－１ 燃焼実験に使用したごみの組成      （Dry-base ％） 
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 なお、ごみを調整してから 4～6日後に燃焼実験を行ったため、表 3-1に示したように、貯留中で
の水分の蒸発などにより、通常の都市ごみと比べて水分量が若干低くなった。 
 
（２）  調整ごみ中の窒素含有量の分析 
 調整ごみを混ぜ合わせる前に種類別にランダムサンプリングを行い、乾燥して粉砕した後、各実験
No.の可燃分の比率にあわせて均一に混合し分析試料を作成した。サンプリング量は 1試料あたり合
計 2kg（湿ベース）であった。窒素含有量の分析は JIS K 0102のケルダール方により行った。分析
は 1試料につき 3回行い、表 3-2に平均値を示した。分析値のバラツキは、いずれも平均値の±5％
範囲内であった。 
 
表 ３－２ 燃焼実験における諸条件                  (Dry-base  %) 
実   験  No. Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 











































 1.1.2 燃焼実験の条件 
 流動床炉における都市ごみの焼却では 700～900℃の温度範囲で燃焼することが多いことから、実
験用プラントによる燃焼実験は、4 種類の実験用都市ごみについてそれぞれ燃焼温度 730℃、900℃
の 2 条件で合計 8 回行った。燃焼温度はフリーボード上部で測定した値を用いた。この燃焼実験で









 1.1.3  試料採取と分析方法 
 排ガス中のNOxは JIS K 0104の化学発光法で、酸素濃度は磁気式酸素計でそれぞれ連続測定し


















      
 図から明らかなように、図 3-1では相関係数が 0.36と小さかったが、他はいずれもO2濃度とNOx
濃度との間に正の相関が認められた。実験No.Ⅱ～Ⅳでは窒素含有量が比較的に近い値であったため、









      
      
さらに、燃焼温度が 730℃と同じ条件においても、相関係数は実験No.Ⅰが 0.36（図 3-1）である





      
      
 
（２） Fuel NOxの変換率 
 各燃焼温度の実験No.Ⅰ～Ⅳに共通して出現頻度が多かったO2濃度 11％の測定データを用いて、
窒素含有量とNOx濃度（O2 12％換算値）の相関を図 3-5、3-6 にそれぞれ示す。図から明らかなよ
うに、双方とも相関係数が 0.85、0.91 と大きく、正の相関が認められた。 また、回帰直線からX

















めると 19ppmとなる。これを全てFuel NOxと仮定しているので、以下の計算式により 19ppmに相
当する窒素量(g)を求める。 
 19×（No.Ⅱ～Ⅳの平均排ガス量）×NOの質量/22.4＝19×1,750×30/22.4＝44.5 g/h 
 
次に、730℃での No.Ⅱ～Ⅳと No.Ⅰにおける 1 時間あたりの窒素含有量の差は 1.36－0.39＝0.97 
kg/h＝970 g/hとなることから、Fuel NOx変換率は以下の式から求められる。 
 
             （44.5/970）×100＝4.59％ 
 
以下、同じ方法でO2濃度 8～14％の範囲において各燃焼温度でのFuel NOx変換率を求め、O2








燃焼実験では、O2濃度が 8～15％の範囲で、変換率が 1.7～9.3％と小さかった。Fuel NOxは火炎帯
内もしくはその近傍で急速に生成されるが6)
 なお、図 3-7に示した回帰直線の傾きは燃焼温度が 730℃、900℃いずれの場合もほぼ同じである





（３） Fuel NOXと Thermal NOxの割合 
 図3-7に示したFuel NOx変換率と相関係数が大きかった実験No.Ⅱ～ⅣのNOx濃度を示した図3-3、
3-4を用いて、以下の方法でFuel NOx、Thermal NOxを求めた。例として、730℃、O2








なる。したがって、同じ条件におけるThermal NOxは図 3-3 の回帰直線から得られたTotal NOx 
93ppmから 27ppmを引いた 66ppmになる。このThermal NOxの値は、図 3-5で求めたO2濃度 11％
でのThermal NOx 65ppmとほぼ一致していた。また、同じ方法で求めた 900℃でO2
 同様にして求めた各燃焼温度におけるO
濃度 11％にお
けるThermal NOxは 61ppmであり、これも図 3-6から得られたThermal NOx 64ppmと 3ppmしか
差がなかった。このことから、上記した仮定に基づいてFuel NOx変換率を算出する方法は、ほぼ妥
当であったと考えられる。 
2濃度とFuel NOx、Thermal NOxの相関を図 3-8、3-9
にそれぞれ示す。Fuel NOxとThermal NOxの両方ともO2濃度と正の相関が認められたが、O2濃度
の低下によるNOx濃度の低減率はFuel NOxの方がThermal NOxに比べて 2倍から 5倍も高かった。
ただし、燃焼温度との関係では、O2濃度によるFuel NOxの増加率が 730℃と 900℃で同じであった






Fuel NOxの割合は 50％になると報告している。これに対して、都市ごみの燃焼では図 3-6、3-7の
回帰直線から計算するとO2濃度が 18％から 19％以上でFuel NOxの割合が 50％になるなど、通常の
燃焼（O2濃度 8～15％）では常にThermal NOxの割合が 50％以上を占めている。これは、化石燃料
の燃焼ボイラにおけるFuel NOx変換率が都市ごみに比べて高いためと考えられる。 
      
      
 
 赤池ら9)はシェフィールド式燃焼管を用いて、空気またはアルゴン 79％、酸素 21％の混合気体に
より廃棄物試料 0.5gを燃焼させる実験を行い、その結果から燃焼で生成したNOxは変換率が 15～






流量が 2.0 l/min以上でNOx変換率が飽和しており、変換率が極めて高い。 
 赤池らはまた、空気とアルゴン酸素混合ガス気流中でのNOx変換率に差がないことから、生成し
























900℃ではFuel NOxの低減効果はほとんど変わらないが、Thermal NOxの低減効果は 730℃の時の
2倍となった。 
 





 1.2.1 調査対象施設 
 実験用プラントと炉形式が同じ流動床炉と火格子炉の合計 2 施設を選定して調査した。施設の概
要を表 3-3に示す。調査施設のうち、施設 No.1の流動床炉については、A、B の炉（焼却能力は各
2.5 t/h）が並列に設置されており、各炉からの排ガスは集じん装置の入口側で一緒になる。調査は、
この 2炉が同時に運転されている時に行った。 
 なお、対象施設で焼却していた都市ごみは、発熱量が低位で約 1,800 kcal/kgであり、その成分は




表 ３－３ 調査施設の概要 
調査施設  No. 炉  形  式 焼却能力 （t/h） 補 助 燃 料 
１ 流 動 床 炉 5.0 使用せず 
２ 火 格 子 炉 5.0 使用せず 
 
 1.2.2 調査施設の運転条件 





     NOx              JIS K 0104          化学発光法（連続測定） 
濃度のほかに、アンモニア、シアン化水素、一酸化炭素およびばいじんにつ
いても測定した。また、試料採取は以下の方法で行った。 
          O2
     アンモニア        JIS K 0099     インドフェノール法 
                                    磁気式酸素計（連続測定） 
     シアン化水素      JIS K 0109          ピリジンーピラゾロン法 
     一酸化炭素              低電位電解法（連続測定） 




表 ３－４ 調査施設の運転状況 
調査施設  No. １ ２ 
焼 却 量 （t/h） 3.17～6.12 2.5～5.0 
燃 焼 温 度 （℃）  760～830 750～1,000 
予熱空気温度 （℃） 180～210 80～180 
燃焼空気量 （m3 一次空気量  90 /min） 
二次空気量  40,50,60 
 
一次空気量  70 






誘因通風機のダンパ開度（％） ―――――― 20～70 
 
 1.2.4 調査結果と考察 
 調査施設について各燃焼条件における NOx等の排出状況を表 3-5、3-6に示す。 
 
（１） NOxの排出挙動 
 各燃焼条件におけるO2濃度とNOx濃度（O2 12％換算値－以下同じ）との相関を図 3-10 に示す。
2施設ともO2濃度とNOx濃度の間に正の相関があり、実験用プラントでの実験結果と同じであった。
ただし、O2




        
 予熱空気温度の変化によるNOx濃度への影響については、流動床炉の場合、温度の変動幅が 30℃
と狭かったためにはっきりした傾向はつかめなかったが、火格子炉では図 3-11に示したように、予
熱空気温度が 150℃以上になると 15ppm 程度 NOx 濃度が高くなった。また、流動床炉では燃焼温
度が 760～830℃の範囲内において NOx 濃度が変化することはなかった。しかし、火格子炉の場合
は図 3-12 に示したように、燃焼温度が高温になるにしたがって NOx 濃度が高くなる傾向が認めら
れた。 

















表 ３－５ 調査施設No.１における排ガス測定結果 
試料 No. O2
（％） 











   Ａ   Ｂ 
予熱空気温度（℃） 
  Ａ   Ｂ 
１ 16.5 135 270 ―― ―― 800   700     700    190     195 
２ 12.0 110 110 ―― ―― 1,600   800     800    200     200 
３ 14.0 135 174 1.92 ＜0.02 220   800     810    205     210 
４ 13.5 130 156 2.88 1.51 1,250   780     810    200     210 
５ 11.0 105 95 3.92 0.39 1,700   810     820    205     210 
６ 12.5 120 127 2.46 ＜0.02 320   740     780    190     190 
７ 9.0 100 75 27.4 0.05 2,000   820     830    195     195 
８ 13.5 135 162 25.9 ＜0.02 240   820     810    200     205 
９ 15.5 145 237 4.78 ＜0.02 120   770     760    195     200 
１０ 14.0 130 167 2.51 ＜0.02 80   770     760    190     190 
１１ 14.5 120 166 1.20 ＜0.02 120   800     770    200     200 
１２ 17.0 140 315 ―― ―― 600   700     670    180     170 
１３ 12.0 120 120 ―― ―― 400   650     700    170     180 
１４ 10.0 97 79 2.72 6.44 800   780     780    180     185 











表 ３－6 調査施設 No.2における排ガス測定結果 
試料 No. O2
（％） 














１ 14.3 115 155 1.73 ＜0.02 120 800 80 
２ 13.0 130 146 1.81 ＜0.02 30 920 70 
３ 13.5 123 148 ＜0.10 ＜0.02 50 940 150 
４ 14.0 127 163 1.30 ＜0.02 60 860 140 
５ 13.5 130 156 4.72 ＜0.02 60 920 140 
６ 12.5 136 144 3.17 ＜0.02 180 930 160 
７ 12.0 148 148 ＜0.10 ＜0.02 195 980 150 
８ 13.5 128 154 0.56 ＜0.02 120 940 140 
９ 12.5 ―― ―― ＜0.10 ＜0.02 195 930 80 
１０ 10.4 ―― ―― ＜0.10 ＜0.02 200 1,000 140 
１１ 13.0 ―― ―― 0.40 ＜0.02 185 970 190 
注）： NOx、O2、CO濃度---------平均値 
        
（４） ばいじんの排出状況 
 測定結果をそれぞれ表 3-7、3-8 に示す。両施設ともばいじん濃度と燃焼温度、予熱空気温度との
間に相関はなかったが、図 3-14、3-15 に示したように、O2濃度との間には負の相関が認められた。
特に流動床炉では、O2
        
濃度が 12％以下になるとばいじん濃度が急激に高くなった。 
表 ３－７ 調査施設No.１におけるばいじん濃度の測定結果 





）   Ａ    Ｂ 
予熱空気温度（℃） 
  Ａ    Ｂ 
１ 12.9 4.10    800       810    205       210 
２ 11.4 3.71    810       820    201       210 
３ 15.0 3.12    770       760    195       200 
４ 11.9 7.74    800       770    200       200 
５ 9.9 10.7    780       780    180       185 
６ 10.5 9.52    830       800    190       190 
 
表 ３－８ 調査施設No.２におけるばいじんの測定結果 





）    
予熱空気温度（℃） 
   
１ 12.0 2.15 980 140 
２ 12.3 1.81 940 80 
３ 13.0 1.36 960 90 
        
        
（５） NOxの生成機構 




              I ＋ R →------------→ NO ＋ ------- 
 
     Fuel NO → I 
 
              I ＋ NO →-------------→ N2
 









 拡大Zeldovich機構により平衡計算から得られる Thermal NOxの平衡濃度
、HCNを経由して生成されている可能性がある。 
18)は、燃焼排ガス組成
としてO2濃度 12％と仮定すると、900℃で約 120 ppm、800℃で約 50 ppm、600℃で約 5 ppmとな
る。施設No.1の燃焼温度は 800℃前後であることから、平衡計算で得られた 800℃でのThermal NOx
濃度（約 50 ppm）と図 3-10の示したO2濃度とNOx濃度との相関図を用いてFuel NOxの変換率を
求めた。施設No.1はごみ投入量（Dry-base）が平均で 3.0 t/h、乾き排ガス量が平均で 20,000 m3N/h
であり、O2
 炉形式に関しては、火格子炉より流動床炉の方がO
濃度 12％の時のNOx濃度が図 3-8から約 110 ppmと読みとれる。したがってFuel NOx











濃度の低下は約 100 ppmであり、実験用焼却炉での実験結果と同様に、Thermal NOx単独と比べて
3 倍以上も大きかった。ただし、図 3-13、3-14、3-15 に示したように、CO、ばいじん濃度はO2濃
度の低下によって急激に増大した。たとえば流動床炉の場合、O2濃度を 15％から 10％に低下させる
と、NOx濃度は 200 ppmから 85 ppmに減少したが、これとは逆に、ばいじん濃度は 3 g/m3Nのもの
が 11 g/m3Nとなり一挙に約 4倍も高くなった。またCO濃度についても、200 ppmから 1,000 ppmと
なり、O2
 
濃度 15％の時と比べて 5倍も高濃度になった。 









２．１ 汚泥焼却炉における NOxの排出挙動 
 









      
 
 
表 ３－９ 調査施設の概要 
調査施設 No. 炉   形   式 処 理 能 力 （kg/h） 助   燃   料 乾き排ガス量 （m3N/h） 
１ ロータリーキルン 1,100 Ａ重油 25,000 
２ ロータリーキルン 820 Ｃ重油 11,000 
３ ロータリーキルン 500 Ｃ重油 10,000 
４ ロータリーキルン 2,500 廃油 30,000 
５ ロータリーキルン 1,900 灯油 16,600 
６ ロータリーキルン 900 灯油 8,500 
７ 噴霧燃焼 450 オフガス 4,000 
８ 噴霧燃焼 1,500 Ａ重油 5,300 
 
 
表 ３－１０ 施設の稼働状況と排ガス測定の結果 
調査施設 No. 焼却量 （kg/h） 負荷率 （％） 炉内温度 （℃） O2 NOx 濃度（ppm）  濃度（％） ＨＣＮ濃度（ppm） 
１ 500 45 700 14.5 46 1.38. 
２ 290 35 880 17.1 15 ＜0.02 
３ 300 60 780 15.3 23 ＜0.02 
４ 2,500 100 680 9.2 95 88 
５ 1,900 100 700 13.2 112 ＜0.02 
６ 700 78 680 13.8 55 12.5 
７ 200 44 730 16.8 23 ＜0.02 














表 ３－１１ 燃焼熱量の内訳           （単位：104
調査施設 No. 
  kcal/h） 
汚泥の燃焼熱量 助燃料の燃焼熱量 合    計 
１ 82 330 412 
２ 93 114 207 
３ 150 57 207 
４ 884 240 1,124 
５ 77 373 450 
６ 145 301 446 
７ 27 132 159 








２．２ 廃油・廃液焼却炉における NOxの排出挙動 















表 ３－１２ 調査施設の概要 
調査施設 No. 炉   形   式 処理能力 （kg/h） 助  燃  料 乾き排ガス量 （m3N/h） 
９ 噴  霧  燃  焼 8,000 オフガス 40,000 
１０ 噴  霧  燃  焼 1,400 灯 油 6,600 
１１ 噴  霧  燃  焼 480 な し 3,500 
１２ 噴  霧  燃  焼 500 Ａ重油 3,200 





表 ３－１３ 施設の稼働状況と排ガス測定の結果 
調査施設 No. 焼却量 （kg/h） 負荷率 （％） 炉内温度 （℃） O2 NOx 濃度（ppm）  濃度（％） 
９ 4,260 53 920 12.0 640～735 
１０ 1,180 84 900 9.8 155～169 
１１ 480 100 1,100 4.3 1,250～1,500 
１２ 500 100 600 10.8 30～38 
１３ 700 81 700 10.2 170～220 
 
（１） 調査施設No.9 





の 2つである。なお、火炎温度はバーナの改造前後でほとんど変化がなく 1,000～1,100℃であった。 
   
 
表 ３－１４ 調査施設 No.９で焼却している廃棄物 
焼 却 物 質 容     量* 組     成 低位発熱量 
助燃ガス 200 m3N H2       12% /h 
CH4      72% 
C1～C3   16% 
 
8,360 kcal/ m3N 
排ガス 400  kg/h 青酸   100% 5,670 kcal/kg 
廃  液 550  kg/h 有機ニトリル 25% 
水      75% 
1,300 kcal/kg 
廃  水 1,000 kg/h 有機化合物 20～30% 
水     80～70% 
700 kcal/kg 
注）：＊ バーナ１基当たりの最大容量 
   
 
 バーナ改造前後における燃焼熱量とNOx濃度（O2 12％換算値）の関係を図 3-18に示す。図から
















① 水分を多量に含む廃液（窒素分 0％）-----------------------------------自燃不可能 
② 水分を含まない有機系廃液（測定時窒素分 3％）--------------------自燃可能 
の 2種類の廃液を燃焼している。そこで、表 3-15に示したように、廃液の噴霧量および燃焼空気量











表 ３－１５ 調査施設 No.１１における燃焼条件の変更内容 






























































































































   
      
 表 3-15のⅠ1からⅠ4までの燃焼条件、すなわち燃焼用空気を変えて有機系廃液だけを燃焼したと
きのO2濃度とNOx濃度の関係を図 3-20に示した。この結果、低酸素燃焼により 100 ppm程度NOx
が低減されることがわかった。次に、Ⅴ1からⅤ5までの燃焼条件、つまり水分を含む廃液の燃焼状態
を一定にして、空気量および噴霧量を変えて有機系廃液を燃焼したときのO2濃度とNOx濃度の関係








































し、純空気を 0.2～0.4 L/minの流量で流しながら、それぞれ 10分間燃焼させ燃焼ガスを測定した。
この場合、燃焼実験は同一条件で 2回行った。 
 











       ガスクロ      島津 GC-14A 
              検 出 器            ECD63
       充 填 剤            Porapak-Q 80-100 mesh 
Ni 10mCi 
              カ ラ ム            Glass 3mm (I.D)×2m 
       温  度      Column 50℃  De. 320℃ 
              キャリア-ガス    N2
 
  20mL/min  
また、NOx、HCNの測定、分析方法はそれぞれ以下の方法で行った。 
     NOx          JIS K 0104     化学発光法 
     HCN          JIS K 0109     4-ピリジンカルボン酸―ピラゾロン法 
 





（図 3-22の 1.75倍）、加熱ゾーンの長さが 90cm（同 3倍）の電気炉を使用して行った。ここでは、
既知濃度のN2Oガス（N2バランス）を 0.4 L/minの流量で 600～1,000℃の各温度に保たれた電気炉
の加熱ゾーンを通過させ、通過前後のN2
 なお、熱分解実験も同一条件で 2回行った。 
O濃度から分解率を算出した。 
 





     HCN ＋ O   → NCO ＋ H            (R1） 
Oが生成され、その生成量はHCN濃度と正の相関があると報告している。 
     HCN ＋ OH → CN  ＋ H2
     CN  ＋ O
O            (R2) 
2
          NCO ＋ NO → N
  → NCO ＋ O            (R3) 
2
また、Hulgaad














表 ３－１６ 燃焼実験の結果 





















































































① 発分Nの HCN/NCO経由の気相反応 
。 





      (-CN) ＋ (-CNO) → N
Oが生成されるgas-solidによる不均一反応である。 
2
            (-CN) ＋ NO     → N
O ＋ 2(-C)            (R5) 
2
このうちR6 の間接生成では、図 3-24 に示したように、N


















38 秒以上では 900℃でほぼ 100％分解した。さらに、温度が 900℃以下では、N2






      N
。 
2O ＋ H → N2
            N
 ＋ OH               (R7) 
2O ＋ OH → N2 ＋ HO2 
HおよびOHラジカル濃度は温度に比例し、ガス滞留時間が長いほどR7とR8に反応が増進される。 

















表 ３－１７ 調査施設の概要 
調 査 施 設 No. 焼  却  対  象  物 炉   形   式 焼  却  能  力 
１ し尿汚泥 回転炉床式 0.5 t/24h 
２ 下水汚泥 流動床式 100 t/24h 
３ 下水汚泥 流動床式 60 t/24h 
４ 下水汚泥 流動床式 120 t/24h 
５ 下水汚泥 流動床式 70 t/24h 
 






























表 ３－１８ 干渉ガスによる影響試験の結果 
干  渉  ガ  ス 濃     度 表 示 値 の 変 化 



















































 3.2.3 調査結果と考察 
 焼却炉の排ガス測定結果を表 3-19に示す。また、N2O、NOx、O2濃度を同時に連続測定した施設
No.2、4 について、N2O、NOx、O2
     
濃度の経時変化をそれぞれ図 3-28、3-29 に示す。ここで施設
No.4においては、同じくN分量が約 13 kg/t（汚泥）であった。 
 
      
汚泥の焼却時におけるN2












     
 







表 ３－１９ 排ガス測定の結果 
調査施設 No. 燃焼温度 （℃） 炉頂温度 （℃） N2 NOx濃度（ppm） O濃度（ppm） O2 N 濃度（％） 2O排出割合（g/t） 
１ 750～850 ――― 50.7 未測定 未測定 227 
２ 710～770 770～810 270～600 7～9 7.0～10.5 580～1,530 
３ 760～790 840～850 140～290 8～25 12.3～13.7 684～1,510 
４ 730～780 830～840 100～320 9～11 6.8～8.3 275～886 
５ 780～820 850～890 45～150 7～10 8.0～9.0 101～307 
 
 
表 ３－２０ 汚泥焼却にともなうＨＣＮ排出濃度 
試    料  No. 燃 焼 温 度 （℃） ＨＣＮ濃度 （mg/m3N N） 2
  平  均  値       範     囲 
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        390 
        510 
       515～600 
       275～560 
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240 
280 
       190～280 
       210～290 













































































 4.1.1 調査対象施設 





表 ３－２１ 調査施設の概要 
調査施設 No. 炉   形   式 焼 却 能 力 ば い 煙 処 理 装 置 
６ 階段火格子式（連続） 150 t/24h 消石灰噴霧 
バグフィルタ 
触媒式脱硝装置 
７ 階段火格子式（連続） 75 t/24h 消石灰噴霧 
電気集塵装置 
排ガス循環による脱硝 
８ 流動床式（連続） 98 t/24h 消石灰噴霧 
電気集塵装置 



















表 ３－２２ 排ガス測定の結果 















































































 ４．２ 調査結果と考察 
 都市ごみ焼却炉 4施設の測定結果を表 3-22に示す。 
 

























































   
NCOからN2O、NOへの生成については、3.1.4汚泥の燃焼実験の考察で示したR4の反応のほかに、
R9の反応が提唱されている35)









































 実験用プラントと炉形式が同じ流動床炉と火格子炉の合計 2 施設の実稼働炉を選定して調査した
結果、実験用プラントでの実験結果と同様に、O
濃度を低くすることによりFuel NOxだけでなくThermal NOxの低減が可能となる。特に
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温暖化 CML (IPCC) CO 2.5 2 10年間当たり 1℃の上昇、5%
の生態系破壊 
オゾン層破壊 CML (IPCC) CFC-11 100 100万人当たり 1人が致死と
なる確率 
酸性化 CML SO 10 2 5%の生態系破壊 
富栄養化 CML P 5 河川および湖沼の水生態系に
おける未知数の破壊 
光化学スモッグ CML POCP 2.5 スモッグの期間発生、健康障
害、農業被害の発生 
冬期スモッグ 大気 GL SO 5 2 スモッグの期間発生、喘息患
者や老年に対する健康障害 
農 薬 ―― 有効成分量 25 5%の生態系破壊 
大気中の重金属 大気 GL Pb 5 未知数の小児に余命と学習能
力の低下を起こす血中の鉛レ
ベル 
水中の重金属 大気 GL Pb 5 最終的に人間に影響を与える
河川中のカドミウム量 
発ガン物質 大気 GL PAH 10 100万人当たり 1人が致死と
なる確率 
注）＊１ CML：ライデン大学環境科学センターによる特性分析 
   大気 GL：オランダ大気質ガイドライン (Air Quality Guidelines) 



























表 ４－２ 異なる評価基準における最適技術の選択 
選択レベル 経済性を重視 国レベルの判断 環境重視 



































 1.2.1 ブロックおよび比較した廃棄物処理モデルの概要 




表 4-3 各ブロックの概要 
 Ａ Ｂ Ｃ 
ブロックの構成 ４市１町 ３市２町 ２市８町 
人     口 ７４万人 ６０万人 ３７万人 





紙・布類 36.2 45.4 44.4 
廃プラスチック類 16.9 22.0 20.5 
木、竹、わら 9.0 3.4 9.6 
厨芥類 26.7 24.3 16.7 
不燃物 6.6 1.9 5.3 
その他 4.6 3.0 2.5 
 











表 4-4 選択した４つのモデルの概要 
 内   容 処  理  条  件  等 






















表 4-5 評価項目の内容 












表 4-6 埋立処分におけるダイオキシン類等の排出原単位（排出係数） 
 内     容 
埋立ガスの発生量 120～240 m3/t―廃棄物20) 
発生ガスを利用した発電 発生ガス量の 50％を利用し、ガスエンジンで発電 
排ガス量は 10m3/m3 (at O2 11%)20) 
浸出液の発生量 200～500 L/t―廃棄物22) 
発生ガス中の DXN排出係数 0.34 ng-TEQ/m3 (0.32～0.36ng-TEQ/m3)21) 
ガス発電からの排ガス中の DXN 排出係
数 
0.50 ng-TEQ/m3 (0.1～1.0 ng-TEQ/m3)21) 







表 4-7 焼却処理におけるダイオキシン類等の排出原単位（排出係数） 
 内        容 











 能力 100t/24h以上の施設 






焼却残渣中の DXN排出係数 焼却灰      0.02μg-TEQ/kg
ボイラー灰        0.05μg-TEQ/kg
23) 
飛灰              0.30μg-TEQ/kg
23) 
23) 
表 4-8 資源化におけるダイオキシン類等の排出原単位（排出係数） 
 内        容 
コンポスト中の DXN排出係数 5 ng-TEQ/kg-dry (5～32 ng-TEQ/kg)24) 
金属溶解における DXN排出係数 0.01 mg-TEQ/kg (0.005～0.035 mg-TEQ/kg)25) 
ガラス溶解における DXN排出係数 2.0 ng-TEQ/kg(2～5 ng-TEQ/kg)25) 
表 4-9 温室効果ガスの排出係数 
 CO CH2 N4 2O 
焼却施設 2,600 kg-CO2 1×10/t -4 kg-CH4 0.09 kg-N/t 2O/t 
最終処分場    550 kg-CO2      560 kg-CH/t 4  0.00004 kg-N/t 2O/t 
コンポスト施設      5 kg-CO2       0.1 kg-CH/t 4     0.02 kg-N/t 2O/t 
資源化施設     29 kg-CO2          0  /t         0  
メタン発酵施設         0       48 kg-CH4         0 /t 
表 4-10 酸性ガス等の排出係数 
 ばいじん NOx SOx HCl PAH 
焼却施設 0.01 kg/t 0.33 kg/t 0.15 kg/t 0.23 g/t 0.01kg/t 
最終処分場 
（ガスエンジン） 
0.0046 kg/t 0.00034kg/t 0.00002kg/t 0.00001kg/t     0 
コンポスト施設      0      0      0      0      0  
資源化施設      0      0      0      0     0 
メタン発酵施設      0      0      0      0     0 
 
 
表 4-11 水質汚濁物質の排出係数 
 BOD COD SS n-ヘキサン抽出物 
焼却施設 16 mg/L 15 mg/L 11 mg/L 2.0 mg/L 
最終処分場 6.4 mg/L 8.6 mg/L 7.1 mg/L 1.3 mg/L 
コンポスト施設 3.0 mg/L 11 mg/L 1.0 mg/L 2.0 mg/L 
 
1.2.3 モデル別における廃棄物の処理条件と処理量 





表 4-12 各ブロックにおけるモデル別の処理条件と処理量     単位：t/年 
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     33,800 
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表 4-13 ブロック別における各モデルのダイオキシン類排出量  単位：mg/年 








































































































表 4-14 Ａブロックの各モデルにおける汚染物質の排出量   単位：t/年 
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第 2節 廃棄物の最適な焼却システムにおける評価 
 第 1 節での評価により、条件によって廃棄物の焼却処理がシステムとして有効であることが示さ
れたので、ここでは都市ごみと産業廃棄物との混合焼却を想定し、環境負荷、コスト面等から評価し
た結果について報告する。 
表 4-15 Ｂブロックの各モデルにおける汚染物質の排出量   単位：t/年 




































































  COD 
  SS 









































 県内の人口約 3 万人のＡ町をモデル地域として選定し、そのモデルについて混合焼却による廃熱
利用システムと環境負荷、コストを定量的に評価した。 
 なお、本研究で評価した数値は、昭和 53年度のデータを基に算出した。 
 
表 4-16 Ｃブロックの各モデルにおける汚染物質の排出量   単位：t/年 
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2.1.1.1  調査地点 
① Ａ町焼却場（機械化バッチ炉 30t/24h×１炉） 











 Ａ町焼却場とＮ内陸工業団地の所在地を図 4-2に示す。図 4-2から明らかなように、Ａ町焼却場は
内陸工業団地の北西約 4kmの地点に位置しており、両者はあまり離れていないので、都市ごみと産
業廃棄物を一緒に処理する際に、廃棄物の輸送コストなどの点で有利となる。 










表 ４－１７ Ａ町における都市ごみの処理状況（1978年度） 
内     訳 処 理 量 （t/年） 構 成 比 （％） 
焼     却 
埋     立 







総 排 出 量 5,239 ―― 
 
 







厨  芥  類 
不 燃 物 類 









水     分 
可  燃  分 









表 ４－１９ 可燃性産業廃棄物の総排出量 
廃  棄  物  の  種  類 年 間 排 出 量 










廃プラスチック類 888/0 t/年 










表 ４－２０ 使用燃料の種類および使用量 
燃  料  の  種  類 年  間  使  用  量 
Ａ  重  油 
Ｂ  重  油 
Ｃ  重  油 
灯      油 






総量（重油換算 Hl＝10,000kcal/kg） 9,206 t/年（平均比重＝0.85で計算） 
 
表 ４－２１ 用途別燃料使用量 
用     途 年間使用量（ｔ/年） 構成比 （％） 
プロセス用 
暖 房 用 














排出量とそれらの重油換算量（発熱量 10,000kcal/kg）を表 4-22に示す。 
 
表 ４－２２ 都市ごみ、可燃性産業廃棄物の総排出量と重油換算量 




都 市 ご み 4,424 t 970 429 
産業廃棄物 
















総     量 ―― ―― 5,007 
 









































約 3,100kcal/kg）、廃油焼却では焼却量が約 860L/h（発熱量は 10,000kcal/kg）となる。したがって、
焼却物の平均発熱量は約 4,166kcal/kgになる。 
 
表 ４－２３ プロセス用蒸気の使用状況 












































は 5.23t/t-焼却物となる。したがって、上記の条件における 1 時間あたりの蒸気発生量は 24.7tにも
なるので、表 4-23に示した工業団地内で使用されているプロセス用蒸気を十分にまかなえる。 
（５） エネルギーセンターの設備概要等 




 経済試算基準を表 4-24に示す。 
 
 
   
 
 
表 ４－２４ 経済性試算算定基準 
 算   定   基   準 
建 設 費 設備仕様概要による 
減価償却費 装置 15年、建家 45年、残存価格 10%、定額法 
支払利息 財源は国の補助金、起債、県予算などとする  年利 7%、20年償還 
租税課金 エネルギーセンターの運営は第三セクター方式とし、公共物に準ずるので税金は免除 
保   険 建設費の 0.5% 
人 件 費 管理部門 ＠700万円、技能員 ＠400万円 
修 繕 費 設備取得後 1年 1.1%、2年 1.2%、3年 1.3%、以後n年 1.3(n-3)% 
用 役 費 重 油 ＠ 70円/L（Ａ重油） 
電 力   15円/kwh 
用 水   70円/m3（地下水） 







表 ４－２５ 建  設  費       単位：百万円 
項          目  
機  器  費 
 塔    槽   類 
 回 転 機 器 類 
 機   械   類 
焼   却   炉 
廃  油  ボ  イ  ラー 
排  水  処   理 









工  事  費 
 土木基礎・建設工事 
 据    付   工   事 
  配    管   工   事 
  電 気・計 装 工 事 
 保    温   工   事 
 塗    装   工   事 










 材   料   費 
 土    木   工   事 




用       地 400.0 
  合     計 2,673.6 
 
③ 経済試算結果 





          （年間）必要経費 
    蒸気単価＝          （円/トン） 








   資本費＝減価償却費＋利息＋保険金 
   直接費＝人件費＋ユーティリティー費 




   必要経費＝428,400,000円 
 
となる。また年間蒸気発生量は 60,000 tであるから、発生蒸気の単価は、 
         428,400,000 
   蒸気単価＝              ＝7,140円/t 
                      60,000 











 表 ４－２６ 経済試算の結果       単位：百万円 
項          目  
建     設     費 
減  価  償  却  費 
支   払   利   息 
保           険 
人     件     費 
修     繕     費 
燃     料     費 
電     力     費 
用     水     費 


















例の規制基準値（塩化水素：700mg/m3N (O2 12% 換算)、鉛：10mg/m3N
 
）以下となっている。 
表 ４－２７ 廃油中の有害物質等の平均濃度 
元   素 （％） 重   金   属 （ppm） 
Ｎ Ｓ Ｃｌ Ｃｄ Ｐｂ Ｎｉ Ｃｕ Ｚｎ Ｈｇ 
0.028 0.27 1.33 不検出 72.0 不検出 23.2 48.1 0.002 
 
表 ４－２８ 廃油焼却に伴う有害物質等の排出濃度 
汚  染  物  質 排  出  濃  度 
塩  化  水  素 554 mg/m3N （O2 12％ 換算） 
重 金 属 
   鉛 
銅 
亜   鉛 





























合における SOx、NOxの増減を比較検討した。その結果を表 4-30に示す。 
 
表 ４－２９ 1978年度における SOx、NOx排出量 










表 ４－３０ エネルギーセンター設立に伴う SOx、NOx排出量の増減 
汚   染   源 汚 染 質 排 出 量 （kg/年） 



















    注）＊１ 燃料使用量が 40%削減されるものとして排出係数を用いて計算した 
      ＊２ 類似した施設の実測値から排出量を推定した 
 
 表 4-30から、エネルギーセンターを設立した場合、現状に対して SOx、NOxの排出量は、 
     SOx    19,355÷44,718＝0.43倍 









らの防止装置の設置により、ばいじん濃度は 0.02 g/m3N以下、HCl、SOxおよび NOxはそれぞれ
40ppm以下、20ppm以下、150ppm以下にすることが可能となる。また、有害物質の排出濃度につ
いてもすべて規制値以下にすることができる。 





























































(1) 平塚市大神衛生センター（連続式焼却炉 90t/24h×3炉） 
(2) 茅ヶ崎市環境美化センター（連続式焼却炉 75t/24h×2炉） 
(3)  四之宮下水処理場（相模川流域下水道右岸処理場） 
 
３） 調査項目 
(1)  平塚市（人口約 22万人）、茅ヶ崎市（人口約 18万人）の両市における都市ごみの処理状況と
生ごみの平均組成 
(2)  下水処理場における汚泥の排出量と電力使用実態 
  (3)  都市ごみからの可燃物の分別方法 
(4)  都市ごみ（可燃物）の輸送方法 
(5)  都市ごみ（可燃物）・下水汚泥の混合焼却における熱エネルギー有効利用システムと経済性 












 両市の焼却施設における廃熱の利用状況は 10％前後ときわめて低い。 
 
３） 下水処理場における汚泥の排出量と電力使用実態 
 昭和 55 年度の四之宮下水処理場における汚泥（脱水ケーキ）の年間総排出量は 16,371 ㌧（含水




表 ４－３１ 都市ごみの総焼却量および生ごみの平均組成 
施    設    名 平塚市焼却施設 茅ヶ崎市焼却施設 





厨  芥  類 
不 燃 物 類 
















 水       分 
 可   燃   分 









低位発熱量 （計算値） 1,043 kcal/kg 772 kcal/kg 


























































 焼却炉の年間稼働日数を 300日、24時間運転とすると、１時間あたりの焼却量は都市ごみが 8.11
㌧（低位発熱量は約 1,400kcal/kg）、下水汚泥（含水率が 25％として）が 1.3 ㌧（低位発熱量は約
1,880kcal/kg）となる（混焼率は 8.11 : 1.3＝6.2 : 1）。したがって、焼却物の平均発熱量（低位）は、
1,466kcal/kgになる。 
（イ） 蒸気発生量 
 効率 70％の廃熱ボイラーで圧力 19kg/cm2、温度 315℃の蒸気を発生させる場合、蒸気発生量は
1.44 t/t・混合物となる。したがって、上記の条件における１時間当たりの蒸気発生量は約 14 t/hで
ある。 
 発生させた蒸気は全量発電に利用するが、タービン出口側の蒸気を使って下水汚泥の乾燥（含水率
59％→25％）を行う。この場合、水分の蒸発に必要な熱量は約 4.63 kcal/hである。 
（ウ） 廃熱利用による発電 
 発電には背圧タービン（出口側蒸気圧力 1.5 kg/cm2
 また、混合焼却施設で消費する電力量は約 1,000 kwh/h であるから、発電による余剰電力は 600 
kwh/hにもなる。 
）を使用するが、この場合の発電効率は 10％
程度であるから、１時間当たりの発電量は約 1,600 kwh/hである。 
 四宮下水処理場で消費する電力量は 1,295 kwh/h であるから、この余剰電力によって下水処理場
で消費する電力の約 50％を賄うことができる。 
 なお、焼却施設の設備概要および設備フローをそれぞれ表 4-32、図 4-7に示す。 
 
表 ４－３２ 混合焼却施設の設備概要 
焼 却 炉 の 型 式 流動床炉 （廃熱ボイラー式） 
焼 却 能 力 等 120 t/24h × ３炉 （１炉は予備） 
蒸 気 条 件 19 kg/cm2、315 ℃、蒸気量 14 t/h 
余 熱 利 用 設 備 1,800 kw、背圧タービン発電機、汚泥乾燥装置（余剰蒸気を利用） 
排 ガ ス 処 理 乾式電気集じん装置、脱硝設備（触媒方式）、スクラバー（NaOH使用） 
排水中の重金属処理 フェライト法 





 混合物のガス化熱分解率は約 60％であるから、生成ガスの総発熱量は約 8.28×106
（イ）ガスタービンによる発電 
 kcal/hとなる。 
 ガスエンジン発電の熱効率を 33％と仮定した場合、１時間当たりの発電量は約 3,170 kwH/hであ
る。 
また、熱分解施設で消費する電力量は焼却施設とほぼ同じであることから、発電による余剰電力は







表 ３－３３ 各方式におけるコスト比較 
処 理 方 式 汚泥単独焼却 混 合 焼 却 熱  分  解 
建設費（百万円） 1,140 6,840 10,800 





















  現行方式 
総 水 銀 
































水 銀 カドミウム 鉛 銅 亜鉛 ヒ素 














表 ４－３６ 混合焼却をした場合の有害ガス排出量の増減 
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率が同じ場合、燃焼温度が 850～900℃の時の排出割合は同じく 730～750℃における値と比べて 2
倍から 3 倍大きくなった。実稼働の都市ごみ焼却炉に関する調査結果からも、燃焼実験の場合と同
様にO2
 産業廃棄物では、医療廃棄物と発熱量が高い廃油・廃液等を焼却している 2 つの実稼働施設につ
いて調査した。その結果、両施設とも CO濃度が 1,000ppm以上と高く、不完全燃焼を起こした際に
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